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    変位の測定

 IV-9 異常期の価格弾性・所得弾性

 IV-10 消費者の購入市場感応弾性の変化

V 企業の供給行動

 V-1 供給関数の理論的導出

 V-2 供給関数の当嵌め

 V-3 原料費,人 件費の上昇による供給曲線の変位

 V-4 異常期における限界費用と供給価格の乖離

 V-5 価格吊上係数 ωの変化と販売市場感応弾性2の

    変化                  ネゴプソニイ
VIま とめ:ト イレット・ペーパー市場における買手負占,
      ポリポリイ

     売手多占の発生と減衰,お よびそれに伴う需

     要,供 給曲線の変位と実績値の変化

1 ま え が き

 スタグフレーション期における市場機能の異常を分析するときの実証例 として,こ こで トイ レット・

ペーパー市場が選ばれる理由は,政 府の 「国民生活白書」などにも取 り上げ られ た よ うに,こ の市

場でとくに 「買占め,売 惜しみ」 とい う買手 ・売手の異常行動が 目立った とい うことと,こ の産業は

メーカー段階から流通段階までを通じて産業組織論的に言って比較的集中度が低 く,市 場が競争的で

あるとされてお り,急 性多占と慢性的独占との識別が容易なことによる。

 なお,こ の分析作業においては桜本光氏,牧 厚史氏か ら多大の御助力を頂いた。厚 くお礼申し上げ

たい。

II 概 況

トイ レット・ペーパーの買い急ぎから始まった同製品市場の異常需給の分析に当 り,
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が生 じた当時の経済 一般の状況ならびに紙 ・パルプ産業の動向を識 ることが望ましい。

 昭和45年 以来2年 近 く景気後退を経験 した日本経済は,47年 後半から,本 格的な拡大に転じた。そ

れ と同時に卸売物価 も急激 な上昇を示 し,こ の卸売物価の急上昇は直ちY'消費者物価)'YVL.反映し,48年

3月 には卸売物価が前年同月比で1割 以上の上昇 となり,消 費老物価は5月 に同じ様相を呈した。物

価はその後も,加 速度的上昇を示 し,48年 の対前年度上昇率は,卸 売物価で22.6%,消 費 者 物 価 で

16.1%に 達した。その後,49年2月 には対前年同月比が卸売物価で37%の 上昇,消 費者物価で26.3%

の上昇 となり,後 者の上昇率は朝鮮動乱時の26年10月 の23.0%を 上廻った。

 48年 後半は,卸 売物価の上昇 と消費者物価の上昇の間隔が狭まり,卸 売物価の急騰 と時を接して消

費者物価の急騰が生 じた。たまたまこの頃,厂石油危機」が発生 した。石油危機以降の物価上昇 過 程

では,卸 売物価が11月 に急騰局面に入 ると引き続いて12月 には消費者物価 も急騰局面に入 り,卸 売物

           図1 家庭用薄葉紙生産 ・出荷 ・需要量指数(そ の1)
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第2章 ス タグ フレーシ ョン期 における トイ レッ ト・ペ ーパ ー市場の分析

価 の前 月比 の上 昇が12月 に最 高であ った のに対 して,消 費者物価 のそれ は1月 とひ と月遅 れ で あ っ

た。

 一 方,紙 ・パル プ産業の生産動向 を生産指数(45年=100)で み ると,48年 の対前 年増加率は12・6%

で47年 の5.3%を 大 巾に上廻 った。部 門別では,パ ル プの対前年増加率 が5.3%,紙 の それが11.0%,

板 紙 のそれが25.5%と,そ れぞれ前年 を上 廻 る上 昇を示 した。一方生産者出荷指数は対前年増加率が

14.8%で 生 産 の上昇率を上廻 る上昇を示 した。 出荷 は生産 同様,各 部門好調であ ったが,特 に板紙の

上昇率が高か った。

 特 に紙 についてみ ると,生 産 は47年 の747万tに 対 し,48年 は822万tで10%の 増 加 とな った。7,8

月 は 水不 足 のため停滞 したが10月 には再び上昇 した。 しか し年末 には石油,電 力の削減か ら生産 は大

巾に低下 した。一方,出 荷は828万tで 対前年増 加率が11・4%と な り,生 産 よ り高 い伸 び率 となった。

在庫は47年7月 以降,減 少につ ぐ減 少を示 した。

 これを更に,家 庭用薄葉紙につ いて観 る と,テ ィッシュ ・ペーパ ー と トイ レッ ト・ペ ーパ ーの生産

は,45年 以 降高 い伸 び率 を示 し,48年 は前者 が6.4%,後 者 が18.2%と そ れぞれ増加 したが,需 要 の

急増 によ り,秋 以降在庫が急激 に減少 を示 した。(図1参 照)

 一 方,ト イ レッ トペ ーパーの原料で ある故紙 の消費 は48年 に634万3千tで 対前年比が22・9%の 増

加 とな り,前 年 の伸 び率(12.2%)を 上 廻 った。 うち紙用消費 は120万7千tの 増加で,対 前年比9。5%

増 を示 した。

 こ の ように,経 済全般 につ いて も,ま た,紙 ・パル プ産業について も,全 般的 なイ ンフレ基調 と,

そ れを背景 とした石油危機 とY'よ って,何 等かの力が少 しで も加われぽ直 ちにパニ ヅク状態 にな り易

い環境にあ った と言 えよ う。

皿 実 験 計 画

皿一1 分析に用いられる資料

 「家計調査」で理論上の ミクロの需要に対応するのは,各 財への消費支出金額の数字である。総理

府統計局の 「家計調査」の集計には用途分類別と品 目分類別 とがあるが,個 別商品に対する消費需要

を見るには品目分類が適当である。そしてわれわれの当面の関心は全国的な市場における月々の トイ

レット・ペーパー需要の動きであるから,全 国 ・全世帯の平均数字を見れぽ よい。品目分類の表を見

ると,食 品,た とえばソーセージなら支出金額,消 費数量(1009単 位),単 価(1009当 り)の 数字があ

り,家 具什器た とえばテ レビでは支出金額,購 入台数,1台 当 り単価が調査されている。したがらて

世帯当 り需要金額,需 要数量,購 入価格が直接 とれる訳であるが,あ いに く理容衛生費 目に含まれる

商品については物的数量 と単価がなく,支 出金額だけが報告されているケースが多い。しか も品 目分

                     37
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類の理容衛生の項には 「殺虫防虫剤」 と 「歯ブラシ」にはさまれて 「ち り紙」とい う表示があるだけ

で トイ レッ ト・ペーパーという表示はない。

 「ち り紙」 とい うときは,ロ ールの トイレット・ペーパーと区別して在来型のち り紙を指す狭義の

場合 と,理 容衛生のための家庭用薄葉紙の大部分を 「ちり紙」という名で代表 させている広義の場合

とがある。家計調査の品目分類の消費支出金額総額は用途分類の支出総額に一致しているか ら,品 目

別支出金額の総計は消費支出総額に一致するように計上されている。つまり収支均等則が成立つよう

に支出配分表が出来ているから,実 際に購入が行なわれて支出金額からもれるということはないはず

である。 したがって,「家計調査」品 目分類の 「ちり紙」の項は広義の 厂ち り紙」であって,ロ ー ル

の トイレット・ペーパーを含むものと考えられる。ただこの場合,前 述のように金額が,物 的数量 と

単位に分離 されたかたちでは利用できない。

 「家計調査」報告に価格の数字が記載されていないとなると,そ れ とは別に,消 費財の最終需要価

格を扱 っている消費者物価の資料が必要 となる。これについては総理府統計局から発表 され て い る

「小売物価統計」(月報,年 報)が あり,さ らにこれをもととした 「消費者物価 指 数」(月報,年 報)が

ある。厂小売物価統計」は全国を代表するように選定された171市 町村で420品 目620銘柄の価格または

料金を調査している。 この調査でも トイ レッ ト・ペーパーとい う表示はなく,「ち り紙」しか な い。

この統計での 「ちり紙」の価格は 「機械すきち り紙 ・中」の100枚 当 りの価格を調査したものである

ことが明記 されているか ら,明 らかに狭義の 「ち り紙」であり,ロ ールの トイレット・ペーパーとは

別物である。「小売物価統計」の品目分類はできるだけ 「家計調査」の品 目分類 と一致するようY'な

ってお り,「理容衛生」の内訳のこの部分では両統計 とも 「ち り紙」が 「殺虫剤」 と 「歯 ブラシ」 と

に挾まれている。ただし 「小売物価統計」では 「殺虫剤」や 「歯ブラシ」についても細かい銘柄指定

が行なわれているのに対 して,「家計調査」の 厂殺虫剤」や 「歯ブラシ」は,前 述の収支均等条 件 か

らいって,殺 虫剤一般,歯 ブラシー般を含まねばおかしいか ら,広 義の表示 と解 される。

皿一2 複合財としての トイレッ ト・ペーパー

 消費者のパニックの代表例 としてマスコミで騒がれ,国 民生活白書にも取 り上げられた,ト イレッ

ト・ペーパー市場の異常はロールの トイレッ ト・ペーパーを意味しているが,前Y'述 べたように,最

終消費需要の基本資料 としての 「家計調査」,厂小売物価統計」,「消費者物価指数」などには,そ のも

の直接の数字が用意されていない。そして,こ れは稀なケースではな く,問 題設定 と厳密に定義が一

致するような数字が用意されている場合のほうがむしろ稀である。「家計調査」の 「ち り紙」は 広 義

に解されるから,狭 義の 「ちり紙」のほかに,ロ ールの トイレッ ト・ペーパー,テ ィッシs・ペーパー

なども含 まれていると考えられるのに対して,「 小売物価統計」や 「消費者物価指数」では狭 義の,

しかもさらに細か く銘柄指定された 「ちり紙」の価格のみが調査 されている。分析の問題設定 との関
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連で,こ の点 を処理せね ぽな らない。

 経 済理論で 「商品」(commodity)と 言 うときに は,明 瞭 に属性 が定義 され(well-defined)か っ 他 と

は っき り区別 され る(distinct)よ うな実体が抽象的 に考 えられ ている。しかし,実 生活 の場 に現れ る

「商品」は,た とえば 同じ リソゴ とい って も沢山 の種類が あ り,同 一種類 の中にも大 きさとか味 の良

し悪 し とかに差があ り,あ る程度 まで広が りのあ る概念 として特定 の 「商 品」を考 えざるを得ない。

あ ま り厳密に定義 しよ うとす る と,全 くの単一物 に帰 して しまい,昨 日食べ た紅 玉 リンゴと今 日食べ

る紅玉 リソゴとは別の 「商品」であ る,と い うよ うなこ とにな り,そ れ では 「商 品」を定義す る こと

自体が無意味にな って しま うか らで ある。

 経 済理論で考 えられ る 「商品」 の概念を実際 の観測資料 に適用す る場合 の問題 として,「 属性 の 広

                                  [1)

が り」を取 り上げた のは ワシ リィ ・レオ ンテ ィエフ(1936年)やJ.R.ピ ッ クス(1939年)で あったが,

両 者 の理論展開 にも とついて 「複合財 」(composite commodity)な い し厂集計財」(aggregate commodi-

ties)の 概 念が導 かれ ている。

 実 際に 「商品」 として扱わねばな らぬ物,あ るいは 「商 品」 と呼ばれ るものは,い ささか漠然 とし

た広が りを もっ類似 の属性を備 えた財貨やサ ー ビスのグループで あるが,こ のグループ分 けの理論的

                           〔2〕

基準 とな るのは価格変化 の斉一性であ る。ヘ ルマソ ・ウオル ト(1953年)は これを 厂レオ ンテdエ フー

ヒ ックスの定理」(Leontief-H:icks theorem)と し てま とめたが,「 レオソテ ィエフ ーヒックスの定理」

に よる 厂複合財」の定義は,厂 一定 の商品 グル ープ内で,す べ ての価格が比例的 に変化す る とき,消

費者需要の理論か らすれぽ,そ のよ うなグル ープを単一商 品 と見 なす ことがで きる。」 とい う基 準 に

もとつ いて なされて いる。

 「複合財」の演繹的な概 念構成を トイ レッ ト・ペ ーパ ーに即 して再現 してみ よ う。 厂家計調査」 で

い う広義の 「ち り紙」は狭義の 「ち り紙」のほかに ティッシs・ ペーパーや ロールの トイ レッ ト・ペ ー

パーな どを含 む と解 され る。 トイ レッ ト・ペ ーパ ーの主た る使用先は水洗便所であ り,現 在では都市

の多 くの家庭 の便所 が水洗 化 してい る。それに引 きかえ,(狭 義 の)「 ち り紙」は,数 が少 くな りっっ

ある汲 み取 り式 便所 のほか,顔 や手を拭 った りす るのにも使われ る。後者の用途ではテ ィッシュ ・ペ

ーパー と競合関係にあ る。 しか し,仮 りに何 らかの事情で トイ レッ ト・ペ ーパ ーが不足 した場 合 ,そ

れに代 るものが無 くては済 ま されないか ら,た とえ値段が高 く,品 質が悪 くて も 「ち り紙」を買 って

代用せ ざ るを得ないのが大方の家庭 であろ う。その逆 も言えて,「 ち り紙 」が何 らか の事 情で不 足 し

た場合,ト イ レッ ト・ペ ーパ ーをその他の用に当て ることは容易に想象 され る。っ ま り,水 洗便所の

普及 とい う技術 的制約条件があ ってもなお,ト イ レッ ト ・ぺ  0 と 「ち り紙」 との間にはかな り緊

注 〔1〕W.Leontief,"Composite commodities and the problem of index numbers"Econometrica 4,1936.

   J.R. Hicks, Value and Capital,2nd ed.,1946, Clarendon, Oxford,340pp.

 (2)Herman Wold, Demand Analysis,1953, Joh Wiley&Sons, New York,108p.
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密な代替関係があることは否定できない。代替性が高いとい うことは両者の間の選択条件を示す消費

者の無差別曲線の曲率が小さく,直 線にちか くなることを意味している。
      〔3〕
 レオソティエフは二財が完全代替にちかい場合と完全補完にちかい関係にある場合,と の両極にお
                     パラドキシカル

いて共に両者が 「複合財」的になりうるとい う逆説的な可能性を示唆したが,高 度の代替性が存在す

る場合 を考 え ると,図2の よ うにな る。

 図2で トイ レッ ト・ペ ーパ ーの数量を横 軸 に と り,

「ち り紙」の数量を縦軸に とって,両 者 の間 の無差別 曲

線を描 くと,前 述 の ことか ら,無 差別 曲線は原点 に凸なが

ら,曲 率半径の大 きい右下が りの直線に ちかい よ うな形

状 をなす と推論 され る。い まtoか らtlに か けて トイ レッ

ト ・ペ ーパ ーの価格 が相対 的に上 昇(ち り紙価格が低下)

した とす ると,価 格線が急勾配 とな るが,無 差別曲線の

(ち

り
紙

)

X2財

図2 無差別曲線と価格線

厂

b

 t1  (彳ξ目対 イifli季各線)

無 差別 曲線

     t。(相 対 価 格 線)

a

                             O          Xi財
                                    (トイレット・ペーパー)

曲率が小さいから,価 格線の勾配がわずか変化しても,消 費の均衡点はσの位置から∂の 位 置 へ と

大 きく変化する。均衡点がαからbへ 移るとい うことは,ト イ レット・ペーパーの需要X1が 激減して
                                     アグレゲ ト

「ちり紙」の需要X2が 激増することを意味す る。これは個別消費者の需要とそれを集計した市場需要

量にそのまま反映する。 トイレット・ペーパーの価格騰貴,ち り紙の価格低落,に 個別消費者が敏感

に反応して,市 場における前者の需要が激減 し後者の需要が激増すれば,次 の瞬間には,市 場の反作

用 として トイレット・1ペーパーの価格は低落し,ち り紙の価格は上昇せざるを得ない。そのようにし

て再び両者間の相対価格が変化すれば,消 費者は再び敏感に反応 して,今 度は トイ レッ ト・ペーパー

の需要が激増し,ち り紙の需要が激減することになる。      図3価 格変化の親近性

 さて,以 上の検討にもとついて,「家計調査」の広 義 の   ,'、  ,・丶  ,.一、
                             '     、       '     、            、        !                            

       へ      げ              ノ     ヘ       ノ

「ち り紙 」を,狭 義 の 「ち り紙」,n一 ルにな った トイ レッ  1"  転丿   N" グ  丶 グ

ト・ペ ー一く 一一,テ ィッシ ュ ・ペーパーな どを包 含す る 「複   一1財(ト イレツト●ペーパー)
                            一一一一一2財(ち り紙)

合 財」 である と考 え,今 後 はそれ を トイ レッ ト・ペ ーパ ー

として扱 うこ とにす る。そ の ときは価格 のほ うも,「 小売物価統計」の 「機械す きち り紙 中」100枚

が,あ る月に何 円で売 られ たか とい うことよりも,む しろ 「複合財」に対応 す る価格概 念 としては,

一 定 の基準時 に対 して
,そ の価格 が各 月,各 年 に どの ように変化 したかが問題 とな る。 厂複合財 」 に

とってはグループ内の諸価格 の比 例的変化 が注 目され るか らであ る。以上 の理由か ら,「 複合財 」 と

しての トイ レッ ト・ペ ーパーの価格 の動 きを代表す るもの として,そ の一要素であ る 「機械す きち り

紙 中」 の価格 の動 きを 「消費者物価指数 」か ら採 る こととす る。 この とき,「 複合財」 として の ト

注〔3〕W.Leontief, The Structure of American Economy 1919～2939,0xford University Press,1951, pp.202～

   204,KEO参 考資料 「実証科学 と しての経済学」,慶 応 義塾大 学産業 研究所,昭 和49年10月,654～655頁 。
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イレット・ペーパーの数量は,種 々の品質や銘柄に差のある諸要素の複合体に関す るもの とな るか

ら,何 枚 とか何 グラムとかいう単純な物理的単位で測ってもあまり意味がない。むしろ各月,各 年の

消費金額を価格指数でデフレー トして実質値ないし不変価格表示で物量を測るのが適当である。この

物量は個別銘柄,個 別品質相互間の差が,あ る程度まで価格差に反映 されているのを,金 額合算の際

のウエイ トとして取 り込んでいるから,「複合財」の数量表示として物理的単位で測られたもの よ り

も,よ りよく理論概念に整合する。

 以上のようにして当面の分析対象 となる トイ レット・ペーパーの最終消費需要に関する数字,消 費

ないし購入金額,価 格(指 数),不 変価格表示の消費ないし購入数量,の 三系列が準備される。

 このほか,「家計調査報告」からは理論上の 「消費者」に対応する行動主体としての 「家計」 に 関

す る情報が得られる。即ち,家 計の可処分所得,世 帯人員その他の関連数字である。 これ に 対 して

「消費者物価指数」の月報や年報からは,い うまでもな く,ト イ レット・ペーパー以外の多数の諸財

の価格変動の数字が利用できる。

 トイ レット・ペーパー市場分析における最終消費需要にっいては上述の資料にもとついて分析を行

な うが,消 費主体としての家計の需要量は全国世帯数を媒介 として市場における消費需要量に比例す

る。ただ総理府統計局の家計調査は農家世帯をカバーしていないから,世 帯当り需要量に世帯数を乗

じても,厳 密には全国需要量に一致しない。そこで,い わゆる都市家計の需要量 と農家世帯の需要量

とは,短 期間内にはほぼ一定比率を保っものと仮定せざるを得ない。 ところで,こ こでの 分 析 目的

は,ト イ レット・ペーパー市場において異常な値動きが生じる以前の正常な状態 と異常期 との比較に

ある。そして異常現象が昭和48年 後半以後から49年前半にかけて起っていることは,あ らかじめ予想

されるところであるから,市 場y` ける需要と供給の交錯を陽表的に取 り上げる必要があるのは1年

以内の期間であると見てよい。そうとすれば,1年 以内の短期間内,し かも昭和30年 代に比して農業

から都市部門への労働移動速度が落ちている昭和40年 代後半の時期においては,都 市世帯数 と農家世

帯数 との比率をほぼ一定 と見なしても,そ う大きな誤差は生じないであろう。

 以上の理由によって,ト イ レット・ペーパー市場における全国の最終消費需要は,そ れを供給側の

行動と対比させる分析期間内において,ほ ぼ都市家計世帯当りの需要量に比例するものと見て大過な

いことになる。ここでの分析はこの前提の下に進めることとする。

IV 消費者の需要行動

IV-1 需要関数の特定化

 家計の消費行動が正常か異常かを判断するためには,正 常時の行動をまず安定的な需要関数のかた

ちで捉 え,そ れ と異常時の行動 とを比較せねぽならない。この分析 目的からすれば,単 に関連ああ り
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そ うな諸変数 間ゐ関係式 を線型近似 した ような需要 関数 では不充分 であ り,家 計の選好 関数 との関係

が 明示 され る ような需要関数で ある ことが望 ましい。 ここで は これ までKEOで 慣 用 しているベ ルヌ

           (4)
イ ・ラプラス型効用指標 を用 いる こととす る。 '

 紙 の消費量 をQ1と し,そ の価格 を ρ1と し,そ の他 の商 品の消費量 をQ2と し,そ の価 格を ρ2と し

た とき,ベ ル ヌイ ・ラプラス型効用指標 関数 は

 (1)       〃=(a・+4、)a・(α2匂2)α2

と書 ける。 これ からqlに 関す る限界効用を導 くと

              au                
=ｫ1(al-1-ql)"1-1(az-1-qz)"2 (2)              a
ql

                 a、-X1+q、(a・+ql)"1(a・+Q2)a2

                  -X1                
=      u

                 ai一}一ql

とな り,し たが って限界効用均等式は

                  a'1uai一{一qi/p・一α,挈卯φ ・

すなわち

(3)一   a
、p、筆ρ、Q1-a,p、睾ρ,Q2

となるが,両 辺 の逆数 を とる と,均 等式 は内生変数QZの 一次式 として(i)の よ うに表わ され,こ れ と収

支均等式(ii)を組 み合わせた もの(3)'が消 費者 行動 の構 造式 とな る。

(3)' 縢1諺 無 燃 欝 式
(ii)よ り・2)2(～2==y一ρ1〈71  (ii),

(ii/'を(i)に 代 入 し て そ の 他 の 支 出 ρ292を 消 去 す れ ば

            al l az l
            al                al                    a2                        -XZ

           ⊥ 飾+⊥ 齢 一⊥Y+璽 ρ,一色 ρ1
            al                 a2                     a2                         a2                             al

            α・+α・ρ、q、一⊥y+asp,一 彑 ρ1
            ala2                  a2                          al                      a2

           p・q・一(α 、-XI-X2'+'-X2)α, Y+(辞 笥 α,ρ・一(alaaaial一{一a2)a、ρ・

注 〔4〕 この形式 はケンブ リッジ大学応用経済学部 のモデルAComputable Model of Economic Growth,1962で 使用 して

   い るス トーンの"1inear expenditure system"と 同型で あるが・KEqで はそれ とは独立に慣用 して特性を確認 して

   いる。詳細は,辻 村江太郎 「消費構造 と物価」勁草書房,辻 村江太郎,黒 田 昌裕 「日本経済の一般均衡分析」筑摩書房

   、参照。
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の ようにな り,(3)'か らの誘導型 として トイ レッ ト・ペ ーパ ーに対す る支 出関数

                    aiaz                         a2al                GYl                  Y十 (4)                   ρ
1R'z==                       ρ2-                            pl                    

ai一{一a2               α1十α2                         α1十α2

が得られる。支出金額に関する誘導型(4)の両辺をρ1で割って需要数量に関す る誘導型を導 くと

(5)  の一α畿 謡 儲 一α籤

とな り,構 造 パラメターを誘導型 パラメターに置 きかえる と,需 要関数

(6)  卯一嶬+β 瓷+c

を得 る。 ここで構造パ ラメター と誘導型パ ラメターの対応 関係 は各 々

               al ala2 a2a1A=ai+a2, B=al+a2, C=al+Q'2

となっている。

 (6)式を

              AY+Bp2                   十C (6)ノ          Q
1=                p

l

のように書き,家 計の可処分所得 と他財の価格p2と を所与の定数 とみなせば,(6)'は 需要量41と 当該

財価格ρ1との関係を示すマ」シャル的な需要曲線の方程式として読むことができる。

 以上のようにして導出された理論的需要関数を資料に対応させるとき,家 計が消費主体であると見

なされるから,通 常は世帯人員を変数として導入するのが一般である。しかしさいわい昭和40年 から

48年 にかけて使用される 「家計調査」の資料では,こ の観測期間を通じて世帯人員が4人 とほぼ一定

であるから,こ れを特記す る必要はなく,人 員効果は⑥式の定数項Cに インプリシットに含まれ るも

のとして処理す ることが出来る。

IV-2 季節変動の調整

 われわれの分析 目的からして分析の単位期間は月でなければならない。そして,よ く知 られている

ように家計の月別消費行動は所得,価 格な どの経済変動のほかに季節要因によって左右 され るが,前

節で導いた需要関数は消費行動の季節性まで説明するようにはできていない。消費の季節性の一部は,

ここで外生的Y'扱 われる所得の季節性に依存することがありうるが,そ れ以外に直接の季節効果に影

響されているかもしれない。そこで原系列に上記の需要関数を当嵌めるに先立 って,予 め消費量その

他の季節変動パターソを検討してお くことが必要である。

 いま家計の トイレット・ペーパー消費量91の 季節性がすべて家計の可処分所得Yの 季節性に依存す

るとすれば,需 要関数

q1=A(Yp
i)+B(髪)+c
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に含 まれ る変数は原系列そのままでよい。しかし,も し消費量Rが 所得「のそれによる以外にも季節

性をもっているとすれば,需 要関数はQ1とy'に っいて季節性を除去した数値に関して成 り立っものと

考えねばならない。すなわち,季 節指数をそれぞれSQI, SYと すれぽ

             馳/SQI-A(Y/SYpl)+B(瓷)+c

あるいは

               _Asei(Yρ1)+(BSQI)㈹+c,S"ノ

となる・換言蜘 嬾 量綱 する変数(Yρ
1)および㈹ の髞 湖 別に獨 するという力畑 こな

る。例えば後節で推定される(8>式のA,Bの 値 とここでの季節指数 とを組み合わせると,1月 の季節

修正前の変数に関す る需要関数は

       Q1一(o.…22892292.70.760(Yyl)+(0.85・5×92.7)Cplyl)一 α38288468砌

        =0.1499()一1-78.84135(1/一.

12月 のそれは

       q1=(o.…228922123.72.298)(Ypl)+(0.85・5× ・23.7)㈹ 一α38288468・1御

         o.・66・5(Yyl)+・・5.2・685(pi)一黼

のようになっていると考えてもよい。

 実際にどちらが妥当す るかは未調整の数値と季節調整済み数値の双方にっいて需要関数の当て嵌め

を行なった結果で見 るほかない。

 季節調節法には月別平均法,連 環比率法,な いしは移動平均法,そ の他種hの 計算法があるが,こ

こでは月別平均法による調整を行なった。

 月別平均法(表1参 照)

 ① 昭和40年1月 から同47年12月 迄の月別数値を とり,各 年の平均を計算し右端の欄に入れる。

 ②1月 から12月迄の各月の巳年間の平均を計算し,合 計欄の下の欄に入れる。

 ③40年 の年平均 と47年の年平均の差を計 算 し,84(7年 ×12ヵ月,平 均から平均への差であるから,

最初の年の半年間と最後の年の半年間は除かれる)で 割 り,季 節変動の月当た り増加分を出す。ち り紙 の

消費量の場合は

               209-129=80    80=84=0.95

となる。

 ④1月 の平均はそのまま修正値 とし,修 正値欄に記入 し,2月 以降は平均から季節変動の増加分

                      44



第2章 スタグフ レーシ ョン期におけ る トイ レッ ト・ペ ーパ ー市場 の分析

図4 季節変動パターン
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を引いた ものを修正値 とす る。増加分は月が増 える毎 に倍加す る。即 ち

       2月 の 平均(180.7)一 月 当た り増加分(0.95)=2月 の修正値(179.8)

       3月 の 平均(194.6)一 月 当た り増加分(0.95)×2=3.月 の 修正値(192。7)

       4月 の平均(179.9)一 月 当た り増加分(0.95)×3・=4月 の修正値(177.1)

とな る。
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 ⑤ 修正値の平均を100と して,各 月の修正値を割 り,月 別指数とする。

 この指数をもとにして,ち り紙の消費量を修正する。ちり紙の需要分析においては,可 処分所得も

同じ方法で修正 した。結果は表1お よび図4の とお りである。

IV-3需 要関数の当嵌めと異常時の識別

 昭和48年 の末に消費者の トイレット・ペーパー購入に異常増加が生じたことは,当 時のマスコミを

にぎわせたし,「国民生活白書」にも取 り上げられている。しかし,経 済理論の視角からす れ ぽ,そ

の異常な需要増加が消費行動そのものの異常であったのか,あ るいは消費行動を左右する所得,価 格

など経済諸変数の異常値のためであったのか,は 全く意味の異る内容をもっ。ここでは,家 計の需要

量決定を説明する需要関数を実測し,そ の関係式の安定性 という視点から,上 記の異常性の意味内容

を確認しようとするのである。

 さきに,ベ ルヌイ ・ラプラス型効用指標関数から,ト イレット・ペーパーにっいての需要関数を

                   AY十Bpa                        十C (6)'               Q1=                     p
l

のように導いた。まず この形式の需要関数が実績資料の動きに対して説明力をもっか否かを確認せね

ばならない。消費需要に異常が生じ,たのは明らかに昭和48年 に入ってからであるから,少 くとも47年

末までの トイレット・ペーパー需要は正常であったと見てよい。したがってまず,昭 和40年1月 から

47年12月 までの月別資料に(6)'式を当嵌めて適合度を確認す ることからはじ,めよう。

 (6),式はパラメターに関して線型であるから,通 常の最小自乗法を適用することができる。まず,季

節変動調整前の数字に当嵌めを試みたが,相 関係数が0に 近 く,回 帰係数も無意味なものしか得られ

なかった。そこで,前 節に示したような季節変動調整をほどこした数字によって,ト イレット・ペー

パーの需要関数を推定すると,

(7)
      q,,=0.001419Y-1-0.39561-0.1118

  標 準 誤 差 … …(0.000137)(0.4226)(0.2920)

  Tvalue… …(10.33)  (0.94)  (0.38)

      R=0.9712       S=0.0647

ρ1:ち り紙 価 格(CPIの ち り紙)

Q1:ち り紙 消 費 量(月 当 り ち り紙 消 費 金 額 ÷pl)季 節 修 正 済 数 値

Y:可 処 分 所 得 の 季 節 修 正 済 数 値

力2:「 そ の 他 」 の 価 格(一 般 物 価 指 数)

注) 同期(40年1月 か ら47年12月)の 季節未調整数:字に よる当嵌め の結果 は

  A=一 〇.000245  B=一12.6366  C=15.0011

    (0.11)           (0.76)       (0.97)

  R=0.ooo, S=8。20で あ り,全 く使用不能 の数値 となった。
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図5 平常時の需要関数と実績点 〔40年～47年(年 平均)〕

   280

   260

   240

   220

   200

   180
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   140
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   100

    80

     47    60

             1.0      .0     3.0      4.09

が 得 られた。 これは需要関数 の説 明力 として はまず まず の結果 であ ると見て よい。

 この(7)式 の 独立変数 ρ1,ρ2,Yの 各 々に,40年 か ら47年 の年平均 を代入 して実績値 との乖離 を観 る

と表2の ような結果 を得 る。

40年

41

42

43

44

45

46

47

 (o)

実績値

130

134

135

150

163

171

188

210

 表2

 (E)

推 定 値

 119

 132

 140

 152

 165

 175

 180

 2Q8

 (D)

(o)一(E)

 11

 2

-5

-2

-2

-4

 8

 2

(D)/(o)

 o.os

 o.of

-0 .04

-o .of

-0 .01

-0 .06

 0.04

 0.01

 この内挿による実績値 と推定値の誤差の割合は0.08か ら0.01の 間に存在 し,こ れ とさきの標準誤差

とから正常時の需要関数の誤差の程度を読みとることができる。

 次に同じ要領で(7)式を用いて,48年1月 以降の各月に外挿を行なってみると,表3の 如き結果を得

た。

 この表を観ても判るように,48年8月 迄はその誤差の割合の範囲が0.09か ら0.02に おさ ま っ て お

り,内 挿の時 と比較して,ま ず良好な結果であるといえる。しかし,48年9月 以降は,実 績値と推定

値 との乖離がいちじるしく目立って来て,そ の範囲は0.1か ら0.6へ と,48年8月 までの誤差の割合の

範囲よりも1桁 大 きくなっている。 この検討結果から言って,家 計の トイ レット・ペーパー需要は,

48年8月 迄はほぼ平常的推移を見せていたのが,9月 に入 ってから少 しずっ平常水準を上廻 る購買量
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48年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

  8

 (o)

実 績 値

 194

 202

 199

 196

 202

 206

 196

 210

 表3

 (E)

推 定 値

ail. s

207.6

204.7

204.0

205.4

210.8

211.8

213.3

 (D)

(O)一(E)

一17 .6

-5 .6

-5 .7

-8 .0

-3 .4

-4 .8

-15 .8

-3 .3

(D)/(o)

0.09

0.03

0.03

0.04

0.02

0.02

0.os

O.02

9

10

11

12

232

284

332

152

201.2

189.6

121.9

93.9

30.8

94.4

210.1

58.1

o.1s

O.33

0.63

0.61

を示しは じめ,11月 には全 く異常な水準に達した といえる。このことから,平 常時は48年8月 迄で,

9月 から消費需要は異常を示しはじめたと言えよう。そして(7)式の需要関数は48年8月 迄の平常時に

おける内挿,外 挿テス トには良好の結果を示し,一 応の説明力をもっていると言える。

 以上で述べた通 り,40年1月 から47年12月 迄の月次データにより得られた需要関数

(7)   q1=0.00149056p
1-1-0.395562-0.1117983

を用いた外挿結果から,平 常時は48年8月 迄と観 ることが出来た。

 そこで,改 めて需要関数(6)'式の諸変数に40年1月 から48年8月 迄の月次データを代入して平 常 時

の需要関数を推定 し直す と次式のようになる。

(8)
    q1=0.001228922Y一{一 〇.8505pi-0.38288468

     [0.001419056)   [0.39556)  [0.1117983)

標 準 誤 差 (0.000125237) (0.4041797)(0.2840929)

Tvalue (9.81)   (2.10)  (1.35)

      R=0.97(0.97    5=0.07(0.065

注1)〔 〕内i数字 は(7)式(昭 和40年1月 か ら昭和47年12月 迄 の月次 データに よる)の 数値であ る。

 2)諸 変数 の出所 は⑦式 と同じである。

 (8)式による推定値 と実績値 との乖離をみると表4の 如 くになる。

 表4か ら,誤 差の割合の範囲が0.00か ら0.07に わたっているのを観ることがで きる。これは(7)式の

内挿テス トにおける誤差の割合より更に良い結果 と言える。これを更に各年,各 月に於ける需要曲線

と実績値との乖離 として捉えてみると,何 れも需要曲線の極 く近傍ないしは線上に存在している。こ

のことは相関係数およびパラメターの有意性が示すとお り,内 挿テス トの結果は良好 といえる。
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40年

41

42

43

44

45

46

47

48年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

  8

 (o)

実 績 値

 130

 134

 135

 150

 163

 171

 188

 210

 194

 202

 199

 196

 202

 206

 196

 210

 表4

 (E)

推定 値

 128

 132

 140

 152

 165

 174

 178

 207

 208

 205

 202

 202

 203

 207

 209

 210

 (D)

(o)一(E)

  2

  2

 -5

 -2

 -2

 -3

  10

  3

 -14

 -3

 -3

 -6

 -1

 -1

 -13

  0

(D)/(o)
 0.02

 0.of

 O.04

 0.of

 o.of

 O.02

 0.05

 0.01

 0.07

 0.of

 O.02

 0.03

 0.00

 0.00

 0.07

 0.00

N-4 平 常 時の価格弾 性 ・所得弾性

 トイ レッ ト・ペ ーパー消費量R・㊧決 定が所 得Yと 価格ρ1それに他財 の価格 ρ2によって説 明され る と

す る と,Q1はy乏 ρ1,ρ2の 関数 になるか ら

                  q、=R、(Y,ρ 、,ρ2)

Q1の 実 績値 の変 化は全 微分 として

(9)  4磯 鰯1伽+1多1伽

つ ま りのYの 変化 に よる効果 とpl, p2の 変 化 に よる効果 とに分解 され る。

 (9)式の両辺 をdplで 割 れば

(lo)     dql-aql dY agl agl dpzdp
l aY dpl+apl+ape dpl

となるが,い ま仮 りにQ1がyや ρ2の変化に影響されない とすれば,つ まり, ql=41(ρ1)と, plだけの関

           aql       aql             =0 だか ら⑩式は         o
,数だとすれば           ap
l       aY

                   aql aql αD

                   dpl_app

とな鵜 を彡距 近似してもさしつ轍 く・したがつて 彡多1/ql-dQip
l_ql/要 は霰 の価格

弾性の近似値 として意味をもつ。しかし,実 際に

(6)       の一蟻+B瓷+c
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が統計的に有意に推定 されてい るとい うこ とは,一.的 にQ1=Q1(♪1)で は な く, g1=σ1(Y,ρ1, p2)で

あ るのが実態だ とい うことを示 してい るか ら,⑳ 式は成 り立たず,(9)式 の ように吻1,す なわ ちdQlは

plだ け でな くyや ρ2の効果 を も含む ことにな る。

したがって灘 の齢 式 雛 を彡舞 で近似することはでき帆

 推定された需要関数にもとついた正確な価格弾性は下のように計算される。

                      AY+Bpa
だから

                   ∂Q1 一(AY+β ρ2)

                   apl    p12

により

                  aql pl-CAY+Bp2)pl

                  apl ql-  p12  ql

     表5 理論式による平常時の実績点における価格 ・所得弾性値,な らびに実績点の上 ・下

        の点における価格所得弾性値   (40年～47年:年 度別,48年1月 ～8月:月 別)

平常時の実績点における
両弾性値

1価格弾性値1所得難 値
40年

41

42

43

44

45

46

47

48年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

  8

一1.282

-1 .z70

-1 .319

-1 .267

-1 .247

-1 .239

-1 .152

-1 .168

-1 .268

-1 .202

-1 .210

-1 .224

-1 .197

-1 .193

-1.260

-1.iss

0.682

0.687

0.733

0.721

0.727

0.741

a701

0.726

0.sio

O.760

0.758

0.767

0.748

0.758

0.soo

O.752

実績点(4=凡 そ1.8)の 上 ・下の理論式による両弾性値

実 績 点 の上(q=3.0)

価格難 値1囎 弾性値

一1.128

-1 .127

-1 .224

-1 .128

-1 .128

-1 .its

-1 .127

-1 .127

0.611

0.627

0.642

0.658

0.675

0.687

a701

0.686

実績点の下(q=1.0)

価格弾性値1所 得難 値

一1 .383

-1 .383

-1 .382

-1 .383

-1 .383

-1 .383

-1 .383

-1 .383

0.749

0.769

0.785

0.806

0.828

0.841

0.850

0.841

(参考) 舞 による価格・所騰 値

41年

42

43

44

45

46

47

48

舞 による両弾性値

価格攤 倒 所得難 値

 0.64

 0.29

 5.72

 4.65

 0.69

 1.50

-2 .32

 0.12

0.34

0.05

0.97

0.72

0.36

0.91

1.08

0.14
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                    一(AY+Bpa)

                      plgl

となる。

所得弾肱(6)式 か鵜 妻 からagl YaY q
l-AY_AYpi R'1 p14rで 計算される・

 これ らの式Y'よ り平常時(昭 和40年 ～47年:年 平均,48年1月 ～同年8月:月 別)の 実績点近傍におけ る

価格 ・所得弾性 を測 る と表5と な り,平 常時 の価格弾性 の絶対値 は1を 越 えてお り,所 得弾性は0・7

前 後 のあた りY'落 ち着 いてい る。

IV-548年9月 以降の異常需要

 「国民生活白書」では物不足騒ぎの原因を,① 全般的な物価上昇の中で消費者の間に買い急ぎの気

運が熟 していたこと,② 中東産油国による原油価格引上げ決定(10月16日)及 び原油供給削減決定(10

月17日)が 全般的な危機感を強めたこと,③ 紙の需給ひっ迫により,そ の先行き不安が高まり,ク チ

コミ,マ スコミを通 じてその不安が拡大したこと等によると述べてお り;更 に トイ ンット・ペーパー

についてのパニックについてはr「 もの不足」のうわ さは当初はもっぱ ら 「クチコミ」によって 伝 わ

り,それ も局地的なものであった。だが,10月31日 の某新聞大阪版夕刊に 「トイ レット・ペーパーを2

年分買いだめした主婦の話」が写真入 りで掲載されるY'至 って大きな騒ぎとなった。11月2日 には尼

崎市の生協店舗で重傷者がでる程の騒ぎとな り,通 産省が異例の事務次官談話を発表して消費者に冷

静な対処を呼びかけるとい う事態にまで発展した。』

 更に 「国民生活白書」はもの不足騒ぎの発生 とその経過を凍のように述べている。『48年3月 衣 料

品の買急ぎ,48年11月 上旬関西地方を中心 とした消費者の トイレットペーパーの 買いだめ,買 い急

ぎ,同 年10月31日 某新聞大阪版夕刊に 「トイ レットペーパーを2年 分買いだめ した主婦の話」が写真

入 りで掲載,同 年11月2日 尼崎市の生'協店舗で重傷者がでる,同 年11月3日 通産省 トイレットペーパ

ーのメーカーG'対 して緊急増産,緊 急出荷を命令 同年11月6日 買占めの防止法対象品 目への指定を

内定,同 年11月5目 大量の緊急出荷分の トイ レットペーパーが販売され,翌 々日には平静化(大 阪),

その後買いだめが全国的に広がる,同 年11月26日 緊急出荷分が首都圏で販売 され1両 日中に鎮;静,49

年2月1日 ちり紙,ト イ レットペーパ ),rV`標準価格実施,本 格的鎮静に向う』

 このような経過をたどった と見られる トイ レット・ペーパーの買占め騒ぎはその後,果 たして鎮静

化してパニック以前の状態に戻ったのであろうか。また事実買占めが48年11月 に突発的に生 じたので

あろうか。これらをさきに平常時について実測 された需要曲線 と実績値 との関係か ら検討しよう。

 異常期を含む48年,49年 について,実 測 された(8)式にもとづき月次に需要曲線を画いて,実 績値 と

の適合性鹸 討する(q6参 照)と・48年・月から同年8月 迄膜 簾 が高嘩 咋 ほとんど瀬 曲線

上に存在するのに対して,同 年9月 か らは需要曲線の右上方に乖離を示 しはじある。48年1月 か ら8
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月迄の需要量はいずれ も2.0前後であ りゴー価格は110前 後を示 していたのに対 して,9月 には需要量が

2.32と 急増して,需 要曲線の右上方に乖離をみせ,実 績価格は需要量2.32に 見合 う需要曲線上の価格

110を 大きく上廻 って127.6を 示した。これは,す でに9月 から消費者の異常な トイ レッ ト・ペーパー

買急ぎが始まり出していたことを示している。そして10月 には実績点が更に右寄 りとな り,需 要量は

2.84,価 格は141.4と,平 常時の消費パターンに比較 して9異 常に大きな需要量,異 常に高い需 要 価

格が認められる。11月 の実績点は更L.Yy大巾に平常需要曲線から右上方に乖離し,最 高の需要量3.32を

示した。国民生活白書ではこの時初めて買占め騒ぎが起きたように述べ られているが,実 際には既に

2ケ 月前から異常需要は始まっていたのである。なお11月 の価格は,正 常需要曲線上で実績需要:量に

見合 うはずの価格90か ら大巾に上に乖離 し,221.2と いう高 さに達している。

 こうして11月 に異常需要が ピークに達した後に,行 政介入が行なわれ,そ の結果,異 常需要は解消

した と 「国民生活白書」では理解 されている。しかし,こ の解釈は経済理論的には厳密 性を欠いてい

る。たしかに12月 の需要量は1.52と 前月の半分の量にな り,47年 迄の平常時の需要水準以下 となった

が,需 要価格はさらに上昇して267.9と な り,正 常需要曲線に対 して大きく上方への乖離を示 してい

るか らである。この後,需 要量は49年1月 に1.43,2月 には1.29と 減少し,最 小値を示した。しかし

需要価格は49年1月 に302.2と48年8月 の3倍 ちか くに達し,2月 にはやや低下したものの,正 常需

要曲線上で実績需要量に見合 う価格190を 大巾に上廻る236・2を示していた・同年3月 以降は需要量は

僅少ながら増加し,40年1月 から48年8月 までの平常時における需要量に近づいていったが,他 方,

価格は僅少の低下をしめしたものの210の 水準を横這い状態に推移している。というこ とは,49年 に

入 って価格の急騰 とともに需要量は減 ったものの,そ れでも各月の実績点は依然 として正常な需要曲

線からは右上方に外れ,潜 在的な購買意欲はなお正常水準を大きく上廻っていたことを示しているの

であって,ト イレット・ペーパーに対する消費者行動の異常は,い わゆるパニックから半年後になっ

       表6 正常需要曲線上における実績需要量に見合うべき価格と実績価格に見

          合うべき数量(48年9月 ～49年7月)

48年9月

  10

  11

  12

49年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

実績需要量(A)

2.21

2.87

3.33

1.88

1.33

1.29

1.61

1.58

1.65

1.74

1.87

(A)に見合うべ
き価格

8

6

6

8

6

1

8

3

4

0

2

1

9

8

3

8

9

5

7

7

7

7

1

 

 
 

1

 
 
1

1

1

1

1

1

実 績 価 格(B)

127.s

141.4

221.2

267.9

302.2

236.4

231.7

227.3

223.6

219.9

215.4

(B)に見合うべ
き数量

0

8

0

8

7

0

0

1

2

3

4

2

L

L

O
。

0
。

1
.

L

1
.

L

r

L
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てもまだ完全にはおさまっていなかった と判断すべきなのである。

IV-6 需要曲線の異常変位

 価格と数量は市場における需要曲線と供給曲線との交点で決まるという経済理論的視点 か らす れ

ば,48年9月 以降の実績需要曲線は正常位置より右上方に変位していたことになる。 この変位の第一

次近似 としては需要関数(6)式の定数項Cが 正常値から変化したため と解釈できる。需要関数の理論式

                      aZal
                         とい う構造 を もってお り,紙 の限界効用 曲線 の(6)ノか ら 明 らかな よ うに,定数項CはC=一                     α

1十α2

截 片にあた る選好パ ラメター一alを 含む誘導型パ ラメターであ る。そ こで,需 要 曲線 の正常位置か らの

変位が認め られ る48年9月 以降 の期間 につ きパラメターA,Bを 不 変 としなが ら,需 要 曲線が実績点

を通 るよ うなパ ラメタ ーCを 求め る と,正 常時の需要関数 の定数項Cは 一〇.3829と い う値 を とってい

たのに対 して,9月 は 一〇.03124,10月 は+0.63703,11月 は+1.86783と い うよ うに変化 して い る。

そ の後49年2月 に一度(一)に 転 じるが,3月 か らまた(+)と な り,正 値を とりなが らそ の数値は増減

してい く(表7参 照)。

            表7 異常期に入ってからの需要関数の定数項Cと

               選 好パラメター一alの変化

                        平常時 C=一 〇.3829

                            a1==一ト0.38236

48年9月

  10月

  11月

  12月

49年1月

  2月

  3月

  4月

  5月

  6月

  7月

需 要 曲 線 の 截 片

  C

 -0.0312

 十 〇.6370

 一{一1.8678

 一}一〇.3540

 -f-0.3768

 -0.0983

 十 〇.1193

 十 〇.0918

 十 〇.0976

 十 〇.i77i

 十 〇.2101

限 界 効用 曲線 の截 片

    al

  十〇.0313

  -0.6378

  -1.8701

  -0.3544

  -0.3773

  十〇.0984

  -0.1194

  -0.0919

  -0.0977

  -0.1773

  -0.2104

IV-7 限界効用曲線の変位

 構造式(3)'からの誘導型である需要関数(6)式の定数項Cの 変化は,(2)式 で示 され るトイレット・ペー

パーの限界効用の定数項alの 変化に帰せられるもの と解釈することも可能である。

 (1)式の効用関数uを σ1で微分して得られた限界効用

                    au   al

                    ∂ql a、+qlu
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によって,限 界効用均等式は

                a、al+q、 u/p・ 一a,a2.+q,,u/p・

となるが,均 等式の レベルでは両辺のuが 消去できるので,各 項は略して

                    al     a2

                   al-F-ql'az-1-qz

等 とな り,こ れ を限界効用 と呼 んで も差 しつ かえない。上式に含 まれ る選好 パ ラメター α1,α2,al,

a2の 数 値 の算定 は誘 導型 としての需要関数(5)式 と⑥ 式 との対応

(5)   Q1一偽等α,磊 鑑 一論

(6)   ql=Ap 1+Bpl+C

か ら行 うこ とがで きる。(8)式 に示 され た平常時 の諸係数A,B, Cの 実 測値に も とついてそれ らを計

算す る と

             a1=0.0012289

             ｫ2=1-0.0012289=0.9987711

             a1=0.38288468=0.998711=0.38335578

             az=0.85051=0.0012289=692.078097

  〔注〕

を得 る。 これ に よって平常時 のalが0.383358で あ った こ とがわか る。消費行動に異常を生 じた48年9

月か らの需要 関数 の定数項Cの 変化 を もた らした もの としての変化を逆算す る と別表7の 通 り と な

り,買 急 ぎパニ ックの頂点 の48年11月 で はalは 一1.8701の よ うに符号 が逆転 し,数 値 も大 きく 変 化

してい る。α1は限界効用式 の分母 に含 まれ るパ ラメターだか ら,alの 値 が(十)から←)に変化す る とい う

こ とは,平 常時 の限界効 用式 が

                   0.0012289

                  0.38335578一{一一ql

で あ ったのに対 して,48年11月 の 限界効用式 は

                   0.0012289

                  -1.87013一}一ql

と変 化 し,限 界効用 曲線が上方ヘ シフ トしているこ とを意 味す る(図7参 照)。 限界効用曲線が上方 ヘ

シフ トす る とい うこ とは,他 財 のそれ に対 して相対的 に選 好度 が強 ま った もの と解 釈 され る。換言 す

れば,購 買意欲 の異常増進が どのよ うで あったか がalの 数値 の変化 に よって示 され るのであ る。

 選 好パ ラメター偽が零 の とき,そ の財 の限界効用 は消費量qzに 反比例 す る。 ai>0の と きは,消 費

 〔注〕 ここでは限界効用均等式,し たがってまた需要関数がα1およびa2Y`関して零次同次であることと,誘 導型パラメターの分

  母がっねy`al+a2と なるというベルヌイ・ラプラス型の特性にもとついて選好パラメターの数値をノーマライズする規準と

  してα1+a2=1を 採用しているが,(1)式から明らかなように,こ れは総効用σが消費量qY`関 して一次同次になることを意

  味しないし,Uの 単調増加変換はっねに効用指標たりうるという基本則からいって,何 ら一般性を損うものではない。
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図7 限界効用曲線の異常変位

  u
O.0012

0.0011

o.ooio

0.0009

o. _ooos

0.0007

o.ooos

0.0005

0.000,4

0.0003
  i

＼

平常時

48.11

2 3 4 5
・6q

量qiが 零に近付いても限界効用は正値を とりうるから,他 財に対する限界代替率はqZ=0の 付近でも

有限値を とりうる。しかし砺<0の ときはqi>1副 でないと正の限界効用が成立しないか ら,実際上,

消費量q2は1副 以下にな り得ない とい う制約を生 じ,1αdが 緊急最低必要量 という意味をもってくる

ことに注意しなければならない。つまり,平 常時にはそ うでなかったのが48年10月 を境にして トイレ

ッ ト・ペーパーが緊急必需品に転じるような消費者選好の急変があった と解釈されるのである。

N一一8 消 費 者 のス トック効果 を考慮 した限界効用曲線変位 の測 定

 48年9,10,11月 の購入量 は平常時 のそれ より多い。平常時 には毎 月の消費量 がほぼ購入量 に一致

していた。 ない しは翌 月へ の繰 越率がほぼ一定 していた もの とすれば,た とえば11月 で はq・11月一4=
                                         購入量 消費量

ql1月*だ け消費者 のス トックが増 え.ているこ とにな り,た とえば12月 までには9月 か らの累 績qg月*

               〔5〕
十 qlO月*十q11月*=q*だ け のス トックが生 じていた こ とに なる。

 し たが って,10月 以 降各 月の限界効用式 にス トッ ク量q*の 存在 を考慮す る と

                      α1

                   (al十q*)十q1

とな ろ う。 とい うことは誘導型 パ ラメターCが                     ノ

                  C・2月一2聽*)
のような構造をもち,需 要関数の截片Cの 値がス トック量q*の 数値を含むものであったと解釈される

こととなる。

注 〔5〕 消 費 者 行 動 に お け るス トッ ク効 果 に っ い て の 諸 研 究 はH.S, Houthakker and L. D. Taylor, Consumer I)errand in

  the United States 1929～1970;Analysis and Projection,,2nd edりHarvard University Press,1969,西 川 俊 作,黒

  田 昌裕 訳,勁 草 書房 に ま とめ られ て い る。
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表8 ス トック量を調整して測定 した異常期の回帰係数Cとalの 変 化

                平常 時a1=十 〇.38336

                  C=一 〇.3829

48.9

 10

 11

 12

49.1

  2

  3

  4

  5

  6

  7

 C

-0,0312

十 〇.6370

-f-1 .8678

十 〇.3540

十 〇.3768

-0 .0983

-XO.1193

十 〇.0918

十 〇.0976

-E-0 .1771

十 〇.2101

狂 舌L時(48年11月)a1=一1.87013

a'i(未 調 整)

十 〇.0313

-0 .6378

-1 .8701

-0 .3544

-0 .3773

十 〇.0984

-0 .1194

ai(ス トッ ク量 調 整 済)4"*(ス トッ ク量)

十 〇.03128

-0 .85781

-2 .83013

-2 .53441

-1 .97726

-0 .93158

一 〇.0919← 一一

一 〇.0977

-0 .1773

-0 .2104

一 〇.31944

0

0.22

0.96

2.18

1.60

1.03

0.20

 以下消費者のス トック効果を加えて選好パラメターa・の数値を48年9月 から49年7月 まで計測しな

おすと,表8のalの ようになる。 このとき48年10月 から増加しはじめたス トック量は49年1月 から減

少して,こ れによると,3月 にス トック量は0.20と 最小を記録し,同 年4月 には(→Y` Lて いる。試

みに,負 のス トックの効果を入れて選好パラメター一alを計測すると㊥に転じるばか りでな く,平 常時

のalの+0.38336を 超える値が出て くる。一方,前 節で行なったようにス トック効果を入れないで48

年9月 か らのa・を測定すると,49年3月 まで不規則に変化し,同 年4月 からは()な がら,そ して僅少

であるがその数値は増加している。

 以上のことから,49年3月 まではス トック効果が作用し,そ の後は消失したものとして処理するの

が適当であろう。

 3月 までの正のス トック効果だけを考慮して測定 されたalの 値は48年10月 に負値に転 じ,11月 に絶

対値が最大 となり以後漸減するというかな り規則的な動きを示 し,49年2月 の見掛け上の不規則性が

除去 されて,消 費者選好の変化をよく跡付けていると見ることができる。

N-9 異常期の価格弾性 ・所得弾性

 49年9月 以降の トイレット・ペーパー需要の異常 さを別の角度から見るために,実 績値に対応する

需要関数か ら,実 績点における価格弾性 ・所得弾性を算定すると表9の ようになり,平 常時のそれと

比較すると(表5参 照),平 常時には価格弾性の絶対値が1よ り大だったのが1よ り小 となり,ま た所

得弾性について も異常期にはいちじるしく非弾力的になっているのがわかるO

需要臨 一五y評+cか ら霰 の価格弾齢 砦/際 霧 につき・c痂 の関

係をみると
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吻1空L一(・4y十Bp2)ρ1

dpi ql  ρ、2 ql

一(AY+Bpa)

ρ・(且響+c)

一(AY一{一Bpz)

AY十Spa十p1 C

1伽・トAY+BpzAY+Bp
z+p1C

                  1_AY+Bpa+p1C

                  lηPI l鰰   ノ4Y卩十・Bp2

                         p1C                    =1十
                       AY+Bp2

とな り

                 C=0→1η3}11=1 (a1=0)

                 C>0→1ηpl I<1 (al<0)

                 C<0→1ηpll>1 (o:1>0)

                  a2a1とい う関係が成 り立つ
。(6)ノ式のC=一                     においてα1,α2は正値をとるか ら,Cの正負は選好パラ                  al一{一a2

メターalの 負正に依存する。前述のようにaiの正負は限界効用の原点に対する位置を左右するか ら,

価格弾性の絶対値が1の 上下いずれにあるかに‡るマーシャルの必需品の定義が,こ こでは限界効用

式 と直結解釈 されるのである。

              表9 異常期の価格 ・所得弾性(48.9～49.7)

48年9月

  10

  11

  12

49年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  z

価 格 弾 性

一1 .013

-0 .776

-0 .437

-0 .767

-0.737

-1.077

-0.919

-0 .942

-0 .942

-0 .903

-0 .895

所 得 弾 性

 0.644

 0.502

 0.286

 0.485

 0.459

 0.664

 0.555

 0.585

 0.600

 0.580

 0.591

IV-10 消費者の購入市場感応弾性の変化

 さきに昭和48年8月 以降に生 じた消費者の トイ レッ ト・ペーパーに対する異常購入行動を,需 要関

数の定数項Cの 変位 という形式で捉iた 。そしてCの 変位は,ト イ レッ ト・ペーパーの限界効用曲線

の截片の変位にまで遡 って説明された。つまり消費者の買い焦 り心理を,ト イレット・ペーパーの限
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界効用曲線の上方変位 という形式で表現 し,測 定 したのである。これは,従 来からの消費分析の作法

として正統的な処理であると言えよう。
                                        ネゴプソニイ

 しかし,第1章 の辻村論文第7節 のような理論表現,つ まり消費者の買い焦 りを 「急性買手負占」

という形式で捉えることも可能である。すなわち限界効用均等式に購入市場感応弾性初を導入 して,

μを貨幣の限界効用,レ を供給の価格弾性 とした とき,ト イ レッ ト・ペーパーに関しては

⑫      1昜/P・(     λqブ1十     レ
ゴ)一μ

のような均衡条件が書ける。第1章 の辻村論文に述べられているように,「 自分が余分に買 えば,そ

                                モノプソニスト

れだけ値上がりする可能性があるか ら,買 い控えよう」というような,買 手独占者的な意識をもつ消

費者はまず居ない,と いうことから,昭 和48年8月 まではλα1・=0だった と解釈することができる。そ

れが,9月 以降は何 らかの事情で λqi<0に転 じ,そ れが需要曲線の上方変位をもたらした と考えるこ

とも可能であろう。

 ⑫式における価格の項の形式を,こ こで使用している需要関数(6)'に導入すれば, トイレッ ト・ペ

ーパーに対するそれは

                  AY十BP2                        十C ㈱                q
1=

                  P・(1十λα1    レ)

となる。48年8月 までの実績資料に当嵌められた平常時の需要関数によって推定される9月 以降の需
               

要量を4・とすれば,各 月のG・と実績値qlと の差q・一G・が生じたのは,上 式の購入市場感応弾性 λp1が

ゼロでなく負値をとるようになったためであると解釈すれば,9月 以降の実績需要量 qiは個式で説明

され る。㈱式を変形 して

(・4)   免一c一諾 驚)・

              Pi (q・・一・ c)プ 繼 ・

               ・+与一会瑟羣告・

                 票一蒜 鶚 一・
として右辺の既知数を与えれぽ2αi/レを逆算:することができる。

 ただ この場合に注意せねばならぬことは,前 述のス トック効果の調整である。48年9月 以降では各

月の購入量が平常消費量を超過しているか ら,消 費者の在庫量q*が 増加してお り,そ れは前述のよ

うに限界効用曲線を

                      α1

                   (a1十q1*)十ql

                   -59一
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のかたちで圧 し下 げ る効果 を もつか ら,需 要関数の定数項であ る誘導型 パラメターCは

                    ノ
                     α2(a、+q*)                   C
                      α1十α2
                               ネゴプソニイ

のかたちに変化 しているものと考えねばならない。したがって働式で買手負占の項 λα、/レを算定する

際には,前 述の理由で,48年9月 から49年3月 までについてのCを 上式で補正しておかなければなら

ない。それによって算定された λql/レは下表 のとお りである。ここで48年8月 までの数字がゼロでな

いのは需要関数の誤差によるものであるが,そ れ と比較して9月 以後の数字は有意に負の値をとって
                       ゆ

いると考えることができる。 この表は消費者の買手負占の状況が9月 から,11,12月 にかけて急速に

高ま り,そ れ以後単調に減衰したことを示している。

              表10 消費者の購入市場感応弾性の変化

                年  月      λα1/v

48年6月

  7

  8

  9

  10

  11

  12

49年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

0.006

0.054

0.000}誤 差

一 〇.130

-0 .360

-o .71a

-0 .714

-0 .691

-0 .490

-0 .340

-0 .242

-0 .233

-0 .254

-0 .248

●

 λg1/レが算定 されたとき,供 給の価格弾性 レに,実 測された供給曲線から算定した値を代入すれば

家計の購入価格弾性 λα1の各月の値を分離することができる。

 そ こで,供 給の価格弾性 レは

(i)    y`dX pldp
l X

で あるか ら,そ の逆数 を とって

                  1_dpl X(ii)    v`dX pl

とす る。 この とき,ト イ レッ ト・ペ ーパーに用 いた供給 関数 は

 (iii)               p1=aXb-C

で あ ったか ら,こ の式 を微分すれば,

(iv)     dXbaXb-1
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とな る。そ こで(ii)式に(iv)式を 代入 す ると

lv)      1=baXb-1 X
                 レ    pl

を得る。この(v>式の係数に供給関数のパラメターを代入すると

(vi)      1=2.v・1・9跚 嵯

とな り,(vi)式 の右辺 の変数X,ρ1に 実績値 を代入 して1/レ を算定 し,そ の逆数 を とれば レを得 る。

す なわ ち

                 表11 供給 の価格弾性値

                 X   pl   1/v   v

           47年9月  2.03 102.0 0.8070 1.24

           48年11月  3.33 221.2 0.ggg8 1

とな る。

 表11か ら,平 常時 の レは1.24前 後 であ った ことがわか る。 そ こで表10の λ91/レか ら袖 を推定 す ると,

い うまで もないが,平 常時 のλα1はλα1≒0に な る。

 47年9月 の数字 は平常時 におけ る供 給 の価格弾性の一例であ る。供 給側 の行動が異 常 とな る直前,

す なわ ち正常時 の限界費用 曲線 の近傍 に実績供給量が プ ロッ トされ る最後 の月であ る48年11月 の位置

で供給 の価格弾性 を測 る とほぼ1と い う値 を得 る。消費者 が異常期Y'念 頭 に置 いていた売手側 の供給

の価格弾性 が果 して何時 の実績値 にちか い もので あ ったか を断定す るのは困難 であるが,こ こで は便

宜的 に売手側 の行動 が異常 になる直前 の ンとして48年11月 の値 を仮定すれば,そ れ は1に 近 いか ら表

ゆ λ,、/・をそ のままA'q、の 値 と読植 せば よい こ とにな る。

V 企業の供給行動

V-1 供給関数の理論的導出

 生産関数をダグラス型

 (1) x=aLaKl-b
x=生 産量

L=労 働投入量

K=資 本設備投入量

とし,加 工 コス トを

 (2)

         れ
C=Lw+K,+2]Piai」x
      i=1

          Lω=人 件費

          Kr=資 本費(固 定費)

          ρ乞σ勿=原料費
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とお く。「短期」の仮定の下で,資 本設備投入量がKと 固定されているとすれぽ,(1)式 の生産関数の

Kの 項が定数 となるから,労 働需要Lは 産出量Xだ けの関数 として

(3)   五一(靜暁 ÷

となる・一艦 限界生勸 臘 法則によって・ろは ・より小であるか ら÷〉・となり,必 要労鰕 入

量は産出量xの 増加につれ比例以上に増加することになる。これをコス トの定義式(2)に代入すれば,
                             ユ

(4) C・=L・+瓦+禽 ρ・α蝋 吉κ卜・)τ翩 τ+瓦+禽 ρ・鰯

となって,限 界生産費は

(4)t 嘉 一÷(÷婦 一旱+象 隔

となる・ これを限界費用一価格(dCax-p)と いう競争的供給条件に代入す楓 限界費雕 線すなわ

ち,供 給 関数は

 (5)                                 P==axb十C

のような形式となる・こ嚇 講 型パラメターaは ÷(÷ 呼 ωであり諏 学 であり,c

は1Σ ρ¢伽 で ある。 したが って(5)式 の右辺 第1項axbは 限 界労務費,第2項 のCは 原料 費に相当す る
 i=1

ことになる。(5)式の形状を図8の 実績点のちらば りと対応させて見ると,48年1月 か ら48年11月 まで

の点配列は平均的に,正 の截片をもつ上反 りの曲線状を示しているか ら,11月 までに関しては,前 者

が後者をかなりよく近似しうるものと見なすことができる。すなわち,48年1月 か ら11月までの売手

の供給行動は(5)式で表わされるような一本の競争的供給曲線に乗 っていたと考えることができよう。

ただしこの場合の供給行動はメーカー段階か ら小売段階までを含んだ大まかな概念 として理解 されね

ぽならない。

V-2 供給関数の当嵌め

 前節で導かれた如 く,供 給関数は

 (5)                   p=axb十C

であるから,まず,供 給関数の定数項Cを 求める。「家庭用薄葉紙一 その現状 と見通し」(紙・パルプ協

会48年8月)に みる トイレット・ペーパーの製造コス トの構成比によれば,原料費(故 紙)40%,原 動費

(電力・重油代)7%,包 装材料費20%,固 定費(労 務費,減 価償却費)26%,配 送費7%と なっている。

 これに対して,あ らかじめ48年1月 か ら48年11月 迄の実績値に見合 う供給曲線をフリー ・ハンドで

描 く場合には曲線の截片の高さが70前後 となりそうに思える。そこで,上 の資料から原料費を巾広く

:解釈し,故 紙(40%)に 原動費7%,包 装材料費(20/)を 加えて,67%を 原料費と考えてCを 算定して

み る。 この時,ト イレット・ペーパーの製造 コス トはそのまま消費者価格に投影 されると考えて,48
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年1月 から8月 までの平均価格の0.67倍 が原料費に相当するもの と考えれば,

                  p(48.1～8)                        ×0.67=76.4                C ==                    8

を得る。前述のごとく市場の需要量:・=供給量蝿 は世帯当り消費量×全国世帯数であ り,全 国世帯数は

短期間にそ う大きく動かないか ら,世 帯当 り消費量に比例的に動くとみて世帯当 り消費量をもって劣

とする。

 (5)式    か=axb十C    から

     ρ一C=α が

 (5)t   lo9(ρ一6)=・log a十b log xと なる。

 この対数線型式に最小自乗法を適用すれば平常時の供給関数の具体型 として

                ロ ユ

 (6)        P=9.85q(6・61)十76.4   ア=0.900(括 弧内はTvalue)
           (9.55)

を得る。上式のαにはさきに供給関数の理論的導出の項で述べた‡うに,賃 金率ωが含まれ,定 数項

Cは 単位原料費で決まる。そして価格は消費者価格を とっているから,こ の供給曲線はメーカー段階

から小売 り段階までを包括した,総 合的な供給行動を示す ものとみることが出来 る。

 (6)式 から平常時の供給曲線を画 くと,そ の具体型は図8の ようになる。この供給曲線 と実測値 と

の乖離の状況をみると,平 常時の需要曲線の場合ほど実測値が曲線上ないしは極 く近い位置にはない

までも,48年1月 から9月 までは実測値の理論値からの標準偏差が5.42と なり,変 動係数は0.05と な

って,お おむね曲線の近傍に実測値は点在する。10月 は縦軸の目盛である価格の実測値が141.4で あ

るのに比べ,そ れに見合 う供給曲線上の価格は158と なってお り,実 測値の方が若干下廻る。11月 は

価格の実測値が221.2で あるのに対 して,供 給曲線上の消費量に見合 う価格(理 論値)は およそ198で

あ り,実 測値の価格の方が高い。しかし,10月,11月 とも供給曲線を挾んで存在し,傾 向的に先ず,

平常時の供給曲線に当て嵌まっていると見ることが出来る。

V-3原 料費,人 件費の上昇による供給曲線の変位

 上述のように,48年11月 迄の実測値はほぼ平常時の供給曲線の近傍に点在しているが,12月 には消

費量が1.ggV`減 少したにもかかわらず,価 格は267.9と 相変らず上昇しつづけ(図8参 照),平 常時の

供給曲線から大きく乖離 している。そして,更 に1月 の価格は上昇し,302.2に まで達した。2月 に

は消費量が129と さらに減少しながら,価 格はいぜんとして平常時の供給曲線のはるか上方に位置し

ている。それ以後,49年3,4,5,6,7月 と価格は220前 後を示しながら,ゆ るやかに消費量は

増 え,48年1月 頃の消費量2.0に 近づいて来ている。しかし,こ れらの実績値は平常時の供給曲線か

ら大巾に上方に乖離しつづけている。そ こで,最 初の大きな乖離を示 した48年12月 に戻 って検討する

と・まず・48年10月V'石 油危機が発生し・そfit, V'一よる諸原料の値上 りが供給関数の諸原料費の項Cを
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図8 供 給 曲 線 の正 常 変 位 と実 績値(平 常 時,48.12～49.7)

              『 平常時供給曲線

              一 原料費値上げを考慮した供給曲線
       49.1         一…一上記に春闘による賃上げ分を加味
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変 化 させた とい う可能性が考 えられ る。そ こでCを 石油危機 による諸原料費 の値上 り分だけ上昇せ し

めねぽな らない。そ こで まず,48年1月 の原料費 を100と し た指数 を算定す る。原料費 として,故 紙

の単 価(「 紙 ・パルプ統計月報 ・年報」通産省)と 原動費 の燃料動力 の卸売物価指数(「 物価指数年報」 日本

銀行)な らびに包装材料費(黄 ボール)(「 紙 ・パルプ統計月報 ・年報」通産省)の キ ロ当 り円を48年1月 か

ら49年7月 迄採 り,こ れ ら三つ の数字 の各 々を,48年1月 を100と し た指数 に換 算 し,更 に,さ きに

「トイ レッ ト ・ペ ーパ ーの製造 コス ト構成比」 にみた,故 紙40%,原 動 費7ｰ/,包 装 材料費20%を ウ

ェ ー トとして,48年1月 を基準 とした各 月の原料費 の加重平均 指数を作成す る。即ち ,

 48年1月 の原料費指数=100(48.1の 故紙 の単価)×40+100(48、1の 原動費)×7+100(包 装 材料費)

           x20/67

 48年2月 の原料費指数=100(48.1を100と した故紙の48.2の 単 価)×40+100.3(48.1を100と した
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           48.2の 原 動費)x7+102.1(48.1を100と した48.2の 包 装材料費)×20/67

の よ うにす る。次に上記 に よ り算 定 された原料費指数 の うち,48年11月 の指数 の162.4を 平 常時 の原

料費 指数の代表 として100と 置 き,48年12月 以 降 の指数 を更 にデ フレー トす る。 この基準 とした48年

11月 の指数100は,言 い換 えれば平常時 のC=76.4に 見 合 うもので あ るか ら,48年11月 の 指 数100を

76.4と して,48年12月 以 降の価格指数 を更 にデ フ レー トす る。求め られた数字 は石油危機 の影響そ の

他 に よる(5)式の 原料費Cの 変 化を示 す もの と考 えるこ とが 出来 る。即 ち

           表12 Σ触 ・(製造コストにおける原料比二67)Cの 変化

48年1月

48年11月

  12

49年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

100

162.4

191.2

211.6

221.7

233.3

230.2

220.2

203.4

193.4

100

125.6

139.0

145.7

153.3

151.2

144.7

133.6

127.1

76.4(平 常 時)

96.0

106.2

111.3

117.1

115.5

110.s

102.1

97.1

となる。

 供 給 関数 の截 片Cは 石 油危 機に よる影 響が出始 めた12月 に平常時 よ り25%上 昇 し,11月 まで の76.4

に 比較 して96.0を 記 録 した。翌49年1月 は更に10%上 昇 して106.2と な り,2月 は上昇率5%で111.3

を示 し,3月 に は5%の 上 昇率 なが ら117.1と 最 高 を記録 した。4月 か らは僅 かなが ら減少 を 示 し,

6月 には102.1,7月 に は97.1と 石 油危 機の影響を最初 に受けた前年12月 の96.0に 近 づ いて 来 てい

る。

 このようにして求められた各月のCを(6)式 のCと 置換 えそ48年12月 から49年3月 迄の供給関数(限

界費用曲線)を得 る(図8参 照)。 この場合,勾 配を示す賃金 wを 含むパラメターaを 変化させていな

いため,截 片Cだ けの変化によって上位にシフトした,平 常時と同じ勾配を持った曲線が画かれる。

しかし,49年4月 に嫡春闘による32%の 賃上げが供給関数のパラメターσに影響して くるのを考慮せ

ねばならない。そこで,49年4月 以降の供給関数は

 (7)            ρ=(1.32)・9.84(72・01十C

となる。この(7)式か ら(競 争的)供 給曲線を画 くと,截 片Cは 石油危機による原材料費の値上げが3

月に最高 となり,以 降5,6,7月 と截片は微かながら下降を示 しているが,49年4月 の春闘の賃上

げがひびいて,勾 配は若干きつ くなる(図8参 照)。

V-4異 常期における限界費用と供給価格の乖離

48年12月 から,49年3月 迄について,求 め られた各月のCを
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 (6)                        p==9.84gz.・of十C

に 代入 して各 月の限界費用 曲線(競 争的供給曲線)を 画 き,こ の曲線 と実績値 との乖離 をみ ると,図4

で 見 られ る通 り,12月 の価格 の実績値 は267.9で あ るが,同 月の消費量 に見 合 う価格の理 論値はお よ

そ120で あ る。更に,49年1月 には実績値が302.2と 上 昇 して,同 月の費用曲線上 にみ られ る価格の

理 論値125を 大 巾に(約2.51倍)上 廻 ってい る。2月 には 消費量 も価格 も共に 低下 したが(q=1.61,

p=236.4),や は り価格 の実績値 は2月,3月 そ れぞれ の限界費用 曲線上 で数 量に 見合 う価格 点の倍近

くの高 さに位 置 してい る。

 49年4月 か らは,原 料費の値上 げ と,春 闘 の賃上げ分 を入れ て補正 した

 (7)                      p=(1.32)●9.84(72・01十C

で 限界費 用曲線 を画 き,実 績値 との乖離 をみ る。費用曲線の截片Cの 高 さは3月 を ピー クにして若干

下降 して い るが,賃 金上昇 に より勾配 が きつ くな ってい るこ とか ら,消 費量 が2.0以 上 の界域でそ の

効果 がはっき り現われ る。 そ こで4月 の価格実績値227.3を,同 月の供給 曲線上の価格(お よそ148)と

比 較 してみ ると,3月 の ような大 巾な乖離 は解 消 した ものの,や は り,1.5倍 程 度の乖離 をみせ て い

る。そ の後 の価 格実績値 は5月223.6,6月219.9,7月215.4と 多少 とも下 りは した ものの,そ れ に

見合 う限界費 用曲線上 の価格 の理論値 と比較す ると,5月 は1.5倍,6月,7月 は1.3倍 と後者をかな

り上廻 ってい る(図8参 照)。 消費量は4月 以降1.58,1.65,1.74,1.87と 増 加を示 してお り,平 常 時

の消費量 に近づ いて い るものの,価 格 が210以 下 に落 ちないで 限界費用を大 きく上 廻 ってい るとい う

こ とは,「 国民生活 自書」で トイ レッ ト・ペー・パ ーの価格の本格的沈静が2月 に達成 された と述 べ ら

れてい るの とは うらは らに,明 らか に,供 給者側 の 厂売 り惜 しみ」に よる価格の高位維持 が継続 され

てい るもの と判断す る ことがで きよう。

V-5 価格吊上係数ωの変化と販売市場感応弾性 λの変化

 市場が競争的である場合に企業は市場価格を所与 として,そ れに適応する形で供給量を決め るとい

うのが新古典派いらいの命題である。 このとき,所 与の市場価格に対する各企業の供給量の適応は供

給量 とともに逓増す る限界費用を価格に一致 させる形で行なわれる。

 今,価 格を ρ,生 産(供 給)量 をxと すれば,売 上収入Rは

 (8)               R=px

となり,生 産費をCと すれば,利 潤 πは

 (9)                      π=1～一C

となるから,利 潤極大条件

                 4π/dx・=0

から,

                     66



第2章 ス タグフレーシ ョン期におけ る トイ レッ ト・ペ ーパ ー市場の分析

 ⑩              dR/dx=dC/dx (限界収入=限 界費用)

を得る。このとき価格を所与の外生変数のように見なせぽ,

 (11)                p=dC/dx

となって,こ の式は競争市場における各企業の商品供給曲線が,そ れぞれの限界費用曲線に一致する

ことを示してお り,他 企業 より多 く売ろうとすれば,コ ス ト節減の努力によって費用曲線の位置を低

くせねばならない。

 市場に売 り手が少数しかいないというような不完全競争の場合には(U)式は

(・2)  ρ+dp_dCdx x`dxな いしはρ(・+dp x__dCdx p)dx

          限界収入    限界費用          限界収入   限界費用

となる。限界収入 の右辺 を下 の ように展 開 して整理 すれば,                                」

(13)    盛器 号一1/dx pdp x
.匹

1 籠灘 ギ欝
                      鰄売市場感応弾性 需要の価格弾性

とな る。1社 独 占の ときはx=Xと な るか ら λ=1と な り,零 細 多数競争 の ときはx《Xだ か ら λ→

0と な る。 そ こで⑮式 を(12)式に 代入 して

⑯       ρ(   λ1-   iii)_dCdx

             懈(  販売市場感応弾性1-  1需要の価格弾性1)一購 用

を得る。前に述べたように,完 全独占のときは λ=1と なるので

                   p(   11-   iii)_dCdx

とな り,完 全競争のときは λ→0と なるので

                        dC                     ρ=                        d
x

となる。

 (16)式の左辺の括弧を右辺に置き換えると

                     dC  1 (17)                ρ=                     d
x                         λ

                       11CI

とな り
                     1
                       -w                      1

                    1-                     i
ii
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と置けば

                      dC ⑱                  ρ=ω                      d
x

となり,

⑲   ・ ω一ρ/dCdx

となるから,ω は価格吊上げ係数 とでも呼べるようなパラメターとなる。⑱式か ら明らかなように,

販売市場感応弾性 λがゼロであるような,完 全競争市場においてはω=1と なって,供 給価格は限界

覿 告 に一致する.辻 村繖(1)で 述べ られているような,何 らかの原因で販売市場感騨 性 λが

ゼ ロよ り大 となった場合 には価格 吊上 げ係数 ωは1よ り大 とな り,価 格は限界 費用 よ り高 い水準 に設

定 され る。

 さて,現 実 問題 に戻 って,ト イ レッ ト・ペ ーパ ー市場 において ωと λが どの様に変化 したかを検討

しよう。

 まず,ω について調べ ると,ト イ レッ ト・ペ ーパ 』の限界費用 は

                   dC

                   dx=axb+C

であるから,

                    dC                      
=p,                    d
x

を競争的供給価格 とすれば,

                    p'=axb十C

となり,価 格吊上げ係数 ωは

                 =p/ρ'    p..'実績値
                             ρ'…競争的供給価格(限 界費用)

と書ける。

 前述のごとく,限 界費用p'は48年12月 からは石油ショックによる原料費の値上げを加味した定数項

Cを 持ち,49年4月 からは春闘による賃上げ率1・32により修正されたパラメターaを 使用して推定さ

れる。それ と市場(供 給)価 格の実績値 とを比較 した結果は表13の 通 りである。

 表13に 見るように,昭 和48年10月 のωは0・893,11月 のそれは1.185と 試算される。これが厳密に1

とならないのは,供 給曲線の当嵌めの誤差によるものであるから,ω の1か らの乖離がこの程度の大

きさの範囲に入る場合は,正 常な競争的供給が行なわれていた と見ることが出来る。それが48年12月

Y'な ると,ω が2・05と飛躍的に大きな値を示し,49年1月 になるとさらに増大して2.44に 達する。こ

れは供給価格が限界費用の2倍 以上になっていたことを示す。このことは,明 らかに上の許容誤差範

囲を逸脱 した有意な乖離であるから,こ の時期には市場の非競争要因が強 く働いていた と見 るほかな

い。すなわち,売 手が市場での価格を所与 として行動していないことを意味してお り,市 場硬直化の
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程度がωの値で表現されていることになる。換言すれば,市 場の競争機能が正常に作動 していない程

度がωの値で測られている。ωの値は2月 か ら少しずつ減少し7月 には1.51に まで低下 しているが,『

それでも平常時のω=1か らかなりかけ離れた値であると言わねばならない。

 一方,販 売市場感応弾性 λの値は⑬式によりωの測定値か ら下のようにして逆算される。

                   1 _                   
,λ一ω

                  1「玩

                    ・一(   λ1-   iii〉ω

                   型Lω_1                   1
ηl

                   zω ・・ 1η1(ω一1)

                    ,iZ 。 ii7ト」塑                         ω

こ の式 に,需 要 の価 格弾性 の実測値 を入 れて2を 算定す る と,表13の とお りとなる。

 48年10月 の λの値 は一一〇.09と な り,11月 は0.07と な ってい るか ら,こ れが ほぼ限界費用 曲線 の観測

誤差 に もとつ く範囲 を示す と見 て よい。そ れに比 べて,12月 は λ ・O.39と な り,11月 の2の5倍 以上
                  gt 3

の値 を とってい る。49年1月 は λ・=0.給 「と許容誤差範囲を 大 きく越 えて,ゼ ロか ら離れて1に 近付

き,48年11月 の それ の10倍,前 月の48年12月 の それ の2倍 を示 した。 こ うして,特 に49年1月 には平

常時 の許 容誤差範 囲0.07か ら大 きく離 れて1に 近づ き,一一社独 占の水準 にさえ近 づいてい る。49年2

月 には0.49と 減 少 は示 した ものの,な お,49年12月 の急上昇を示 した0.39よ りは大 きい。そ の後3月

0.35,4月0,33と 少 しずつ減少を示 し,7月 に は0.30と は な った ものの,依 然 として平常時 の状態

か らはは るかに乖離 してい るのであ る(表13参 照)。

               ポリポリイ

          表13急 性売手多占の発生による価格吊上げ係数ωと販売市場

             感応弾性λの変化(48年10月 ～49年7月)

年 則Ql嬬 難)1( ρ'限界費用)日η1 m λ

48年10月

  11

  12

49年1月

  2

  3

  4

  5

  6

  7

2.87

3.33

1.88

1.33

1.29

1.61

1.58

1.65

1.74

1.87

141.4

221.2

267.9

302.2

236.4

231.7

227.3

223.6

219.9

215.4

158.3

186.6

1si.0

123.6

127.7

142.7

148.1

146.2

141.6

142.8

0.776

0.437

0.767

0.737

1.077

0.919

0.942

0.942

0.903

0.895

0.893

1.185

2.05

2.44

1.85

1.62

1.53

1.53

1.55

1.51

一 〇.09

 0.07

8:釁
0.49

0.35

0.33

0.33

0.32

0.30
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                    ネゴプソニイ   ポリポリイ

VIま と め:ト イレット・ペーパー市場における買手負占,売 手多占の発生と

        減衰,お よびそれに梓 う需要,供 給曲線の変位 と実績値の変化

 1973年 後半から'74年前半にかけて,ト イレッ ト・ペーパー市場に生じた買占め,売 惜しみ現象を,

需要側,供 給側の行動理論に則して分析した過程 とその結果については既に前節までに述べ られてい

るが,そ れを更に前章の辻村論文で展開 された異常競争の理論に対応 させて要約してみ ると次のよう

になろ う。

 今回の トイ レッ ト・ペーパー市場に観られた異常現象は,明 らかに需要側(消 費者)の 心理的パニッ

クによる買い急 ぎが先行して,そ の結果生 じた需要急増に誘発されて,供 給側の売惜しみ が 表 面 化

し,価 格の急騰現象が生じた と言える。そして,昭 和49年7月 現在では未だ,そ の後遺症が残ってい

ると判定される。それ等を端的に表明するものとしての消費者の購入市場感応弾性 と企業の販売市場

感応弾性の変化は,次 のように要約出来よう。

 分析の手順 としてはまず,消 費者の トイレット・ペーパーに対する異常購入心理を需要関数の定数

項Cの 変化 として捉え,そ のCの 変位を トイレット・ペーパーの限界効用曲線の截片の変位で説明し

た。即ち,限 界効用均等式

                 纛/ρ ・一毒/ρ ・

に含まれている選好パラメターα・の変化の度合によって,消 費者の異常購入心理の発生 とその程度を

説明したのである。この際,48年10月 以降は限界効用式にス トック量q*を 考慮して

                     α1

                   (a1十q1*)十qi

とし て,a1を 測 定 しなお した。そ の結果,平 常時 のalは+0.3833578で あ ったが,48年10月 に は,

一〇.85781と 負値 に転 じ,11月 に は一2.83013と 最 高の負値を示 し,翌 年3月 にス トック量が消滅す る

までには 一〇.31944と 負値 が小 さくな り,そ れ以後7月 の一〇.2104ま で 次第に減衰 して行 く(表8)。

 この よ うに,消 費者 の選 好パ ラメターa・は昭和48年8月 まで平常時 の値 を とってお り,9月 か らそ

の値 に変化 を来 した。 とい うことは,と りも直 さず トイ レッ ト・ペ ーパーの買占めは,そ れが市場 で

騒がれた48年11月 よ りも2ケ 月前 の9月 か ら始 まっていた ことを示 してい る。 この9月 か らの異常な

需要増加 を辻村論文 で展 開 され た市場感応弾 性値 λのゼ ロか らの乖離 として捉えてみ ると次の通 り解

釈 し直す ことがで きた。

 辻 村論文1で 市場感応弾性 の概念 につ いて詳細 な展開が なされて いるが,こ れ を,市 場 で過度 の需

                     ネゴプソニイ

要超過が生じた場面でいえば,需 要者側は急性買手負占の地歩に陥って買い急ぎ,相 手の供給者側は
       ポリポリイ                                                     ネガテイブ
ー時的に急性売手多占の地歩を占めて売 り惜しむという状況 として整理 される。この 「負占」という
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                     ポリポリイ

言いまわしは,大 巾需要超過の場面では 「急性売手多占」によって,一 時的に売手の販売市場感応弾
                   ネゴプソニイ

性がゼ ロより大 となるのに対 して, 「急性買手負占」は買手の購入市場感応弾性に負値をとらせ る,

とい う形式上の対称性を表現するものである。
                ネゴプソニイ

 いま,消 費者の買い焦 りを 「急性買手負占」 として捉えてみると

⑫      鷂/ρ ・(    λαブ1十    レ
ゴ)一μ

のように,λαゴの平常時の値をゼロとした とき,48年9月 から有意に負値を とりは じ め,一 〇.13とな

る。更に11月 にかけて一〇.712と負値は増加し,一 一 12月 には最高

の一〇.714を記録した。その後減衰を示 して行 くが,49年7月 現在でなお一〇.248と負値を示 している。

 一・方,供 給側の市場感応弾性値はどうか とい うと

⑩       P(   鳧1-   iii)一器

か ら 編 を算 定す ると,平 常時の供 給関数が当て嵌 まった最後 の月48年11月 で は,0。07と0か らの乖

離 は誤差範囲 にあ る。 しか るに,同 年12月 に な ると,λ 。は0.39と な り,更 に49年1月 は0.73と 最 高

を示 し,1に 近づいてい る。そ の後次第 に減衰 してい るが,49年7月 現在 なお,0.30と 平 常時か ら比

べた ら有意 にゼ ロか ら乖離 した ままでい る(図8参 照)。

 これ ら両2の 変化からみて,λx>0と い う急性売岸劉 占と,λq<0と い う急性費享賛薔 とが同時発

生したことが明らかとなった。しかも,両 者 とも観測期間最後の月である49年7月 になっても λ。≒0,

あ≒0と いう平常時の姿には戻 っていない。

 この過程は,1973年 前半からの商品市場全般にわたる大巾需要超過傾向が紙市場にも反映し,紙 不

足に対する消費者の不安を触発 して,石 油ショックの起きる以前である9月 か ら買手負占の傾向が現

われはじ,め,そ れが次第に激化 して11月,12月 に買急ぎが本格化したことを示している。このとき,

トイレット・ペーパー市場の需給関係の実体は,消 費者の異常な買急ぎがなく,平 常時の需要水準が

維持 されていたとすれば,供 給不足になるような状態ではなかった。 これはその時期の生産統計から

確認す ることができる。ところが現実に異常需要が発生した結果,1973年12月 には圧倒的な需要超過
                                      ポリポリイ

であ ることが誰の眼にも明らかな状態になっていたから,そ の時点で供給者側が急性売手多占の地歩

を意識したのも自然の成行 きだ ったと言える。11月 までは買手側だけの異常だったのが,12月 以降は
ネゴプソニイ    ポ リポリイ

買手負占と売手多占が重なったから,市 場 の需給状態は二重に正常状態か ら乖離したことになる。図

9で 言えば,消 費者の購入市場弾性値のゼ ロ(横 軸)か ら下への乖離 と,企 業の販売市場感応 弾 性値

のゼロ(横 軸)か ら上への乖離 とが,誤 差範囲を越えて上下に拡大す るほど市場の異常度が高 ま って

いると読むことができる。この読み方をすると,市 場の異常度は1973年12月,'74年1月,2月 が最

大で,3月 以降は減衰傾向を示すとはい うものの簡単には消滅せず,む しろ容易に正常域に戻 らない

ことが示唆されている。この点は観測期間をさらに延長して確認せねばならぬことであるが,ひ とた
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図9 市場感応弾性の推移
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び買手側の負占や売手側の多占による異常性が市場の競争メカニズムを損 うと,そ の原因が除去され

てからも後遺症が残 り,正 常競争が回復するまでにはかなりの時間がかかることだけは確かなようで

ある。
 ネゴプソニイ                                       ポリポリイ

 買手負占は需要曲線を正常位置より右上方に変位 させ,売 手多占は供給曲線を限界費用曲線(正 常

位置)よ り上方に変位させる。図10に 示すように,こ れ らの変位巾は買手,売 手それぞれの市場感応

弾性 λがゼロか ら離れるほど大きくなる。その結果,需 要曲線 と供給曲線 との交点で決 まる(数 量,

価格)の 組合せ,つ まり実績値は,正 常需要曲線より右上方,正 常供給曲線(限 界費用曲線)よ り左上

方に位置することになるのである。 これが1974年1月 で最 も甚だしいのは,図9の2の 上下巾のそれ

と対応するものであるが,1974年7月 になってもまだ,実 績値が両曲線の上方に浮揚 しているのは,

二種のλがともにゼロ水準に復帰していないことによるのである。

 とにかく,こ のようにして正常な消費パターンと厳密に比較すると,消 費者行動の異常はすでに9

月か ら始まってお り,11月 に突然起きたわけではないことがわかる。正常な消費に比較 して,は るか

に高い価格で,は るかに多量の購入が行なわれた,つ まり異常な 「買い急 ぎ」が生 じたことを図9お

よび図10は示しているのである。そして9月 から需要急増のきざしが見えはじめ11月 には平常時の65

%増 しの需要が殺到することによって,商 品が店頭か ら姿を消した ことは,売 り手側に,極 端な需要

超過が起きていることを確認 させ る結果 となった。

 図10でみるように,48年12月 にはいると,需 要は8月 の水準を25%下 回る水準まで急減している。

これがパニックの鎮静を示すものでないことは,実 績点がいぜん として,12月 の正常な需要曲線か ら

大きく右上方に乖離していることで明らかである。11月 か ら12月にかけて,ト イ レッ ト・ペーパーの

値段はさらに上が り,8月 の2.2倍 以上に達している。したがって,も し正常な消費パター ンが維持
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               第1部 スタグフレーションと市場機能

されていた とすれぽ,12月 には実績値の6割 以下 しか需要がなかったはずなのである。

 そして図か らわかるように,49年1月 に価格が300を マークしたとき,需 要量は減ってはい るが,

それでも需要曲線が示す正常需要量の2倍 ほどの量なのである。つまり,需 要圧力はいぜん として異

常に強いまま推移し,こ の状況は49年7月 になってもまだつづいている。このことは,図9で 確認さ

れるが,い ちど 「買い急 ぎ」の消費者パニックが起きると,需 要超過 という客観条件が解消したあと

で も,後 遺症が容易に消えないことを示している。

 他方,さ きに当てはめた限界費用式の推定精度からいって,売 手の市場感応弾性の数字はゼロから

±0.1程 度の誤差範囲をもつけれども,右 に測定 された数字は明瞭に誤差範囲を越えてゼロを離 れ,

1の ほうに寄る傾向をみせている。48年11月 から12月にかけて,ト イレット・ペーパー業界の集中度

が不連続に高まったとみるのは無理だか ら,右 の感応弾性の変化は,明 らかに,大 幅需要超過に起因
  ポリポリズム

す る多占病 の発現 とみ るほか ない。昭和48年 末か ら49年 は じめにかけて,洗 剤や灯油 とともに,ト イ

レッ ト・ペ ーパーの 「買い占め,売 り惜 しみ」が盛んに問題 とされ,業 者が 自前 の倉庫 にはい り切れ

ない在庫を,農 業倉庫 を借 りた り,ボ ウ リング場 を借 りた りして詰め込んでい るニュースが しき りに

伝 えられた。

 売 り惜 しみ在庫の急増 トイ レッ ト・ペ ーパーの生産 は,48年8月 までの水準 よ りも,12月 以 降 の

ほ うが高 いのに,出 荷 の水準 は48年2,3月 よ り49年2,3月 の ほ うが低 く,在 庫は49年 前 半に累増

してい る。そ して48年11月 に比べ て,49年1月 の価 格は コス ト増では全 く説明で きない よ うな上が り

                                     ポリポリイ

方を示しながら,在 庫が増加しているのは,こ れが 「売れ残 り在庫」ではな く,売 手多占による 厂売

り惜しみ在庫」であることを裏書きしている。この 「供給制限による価格のつ り上げ」の要因が49年

夏まで残存していることを,市 場感応弾性の数字は示 しているのである。

 しかしこの数字が49年1月 をピークにして,そ の後しだいに減衰する傾向をみせているのは,48年
                             ポリポリズム
11月 の爆発的需要超過のショックによって,強 気化した売 り手の多占病が,そ の後の市場の軟化傾向

                                         モノポリズム

によってしだいに軟化し,市 場の競争性が徐々に回復 されつつあることを示すものである。独占病で

あれぽこのように連続的な減衰傾向は示 さない。
                                        ポリポリズム

 以上ふつ う競争的業種 とされている トイ レット・ペーパーの市場を例に とり,ひ とたび多占病が発

生すると,取 り引き数量が平常水準を下回る状況の下で も価格が上昇しうること,す なわち物価上昇

と数量減少を両立させるような市場機能のマヒが生じうることを確認した。もともと寡占 的 で あ っ

て,独 占病の素地のある業種についてはいっそ う多占病が併発しやすいことは明らかである。

 したがって,現 代の大企業体制の下で,1973年 のような極端な総需要超過が生じれぽ,ス タグフレ

ーションが起きるのは自然の成 り行きだ ったといえる。

 トイ レッ ト・ペーパー市場における異常の発生は消費者パニックという特殊なかたちをとったけれ

ども,本 質的に重要なのは,一 般に各商品市場で大巾な需要超過傾向が生じると,そ れに伴って売手

                   一74一
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多占,買 手負占が併発し,供 給曲線がコス ト圧力以上に左上方に,需 要曲線が所得効果以上に右上方

に変位する結果,価 格の急騰 と取引数量の減少が同時生起しうるという点である。1973年 の極端な総

需要の過大が多 くの商品市場で類似の現象を惹 き起 したことは殆 ど疑 う余地がなく,し たがって集計

的 レベルでのスタグフレーション,す なわち名 目GNE増 加率以上の物価上昇と実質GNPの 減少 と

の同時生起は上のような個別商品市場における異常の累積効果を示すものと解 されるのである。

 上の例のように,大 巾需要超過による競争機能の破損が,後 遺症を残す とすれば,総 需要抑制によ

って景気引緊めを行ったあとで,景 気刺戟V'転 じるときのタイ ミングならびに刺戟強度について慎重

に配慮しないと,再 びスタグフレーションを繰 り返す危険の大きいことは明らかである。1973年 か ら

1974年 にかけての景気過熱は従来のそれ とは異る病的状況であった ことに特段の注意を払わねぽなら

ないことを上の実証分析の結果は警告 しているのである。
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